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１．はじめに

本県では、各種指標による現状分析や県民アンケート調査等によるニーズ

の把握に努め、既存の施策・事業の評価を行い、それらを次年度に活かすＰ

ＤＣＡサイクルにより、行財政運営を進めています。この一環として、毎年

の予算編成の前に次年度の「行財政運営の基本方針」を取りまとめ公表して

いるところです。この取組は、今年度で６年目となりますが、これまでの成

果を活かし、効果的な施策の実現や財政健全化の取組等の一層の充実に努め

てまいります。

なお、平成25年度に実施する具体の施策・事業につきましては、今後の予

算編成過程において議論を重ねていきますが、その際には、国予算や地方財

政対策の動向等を注視しつつ、徹底した効果検証のもと、本県の実情に即し

た真に有効な施策等の実現に努めます。

また、新年度予算の内容につきましては、「行財政運営プラン２０１３」と

して、来年２月に公表いたします。

○ 本県のＰＤＣＡサイクル（マネジメントサイクル）の主な流れ

Ｄ（ＤＯ）
Ａ（ＡＣＴＩＯＮ）
Ｐ（ＰＬＡＮ）

Ｃ（ＣＨＥＣＫ）
予算の編成組織の見直し
平成25年2月25年度当初予算案公表「行財政運営プラン2013」公表「主な政策集」公表 県議会での予算審査

評価・分析ニーズの把握、現状の分析前年度の取組の評価平成25年10月「24年度 重点課題に関する評価」公表県議会での決算審査
平成24年12月「行財政運営の基本方針2013」公表平成25年12月「行財政運営の基本方針2014」公表次年度の取組方針について部局横断で検討

施策等の実行平成25年4月～
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２．本県を取り巻く現状と主な課題

紀伊半島大水害からの復旧・復興

・昨年９月の紀伊半島大水害では、県南部地域を中心に、広範かつ甚大な被

害を被りました。県では、関係機関と連携し、復旧・復興に全力で取り組

んできたところです。

今後も避難者の方々の早期帰宅の実現をはじめ、「奈良県紀伊半島大水害復

旧・復興計画」に基づく各般の取組を着実に推進する必要があります。

産業・経済

○ 地域産業・雇用・消費

・本県はこれまで企業立地に積極的に取り組んでおり、H23は21件（全国19位）

の工場立地を実現しました。また、大規模立地が多く、１件あたりの平均

立地面積は17.2千㎡で全国６位となりました。しかしながら依然として、

県外就業者比率が全国１位（29.9％(H22)）、また、県民１人あたりの県内

総生産が全国47位（2,458千円(H21)）という状況にあり、税収基盤を強化

するためにも、引き続き産業の活性化や県内での雇用の確保に向けた取組

が必要です。

・消費支出額が全国３位（327,550円/世帯・月(H21)）となっているものの、

年間約4,000億円の消費が県外に流出しているとみられ、県内での消費の割

合が全国47位（84.1％(H21)）と低くなっています。また、県民千人あたり

の飲食店数が全国47位（3.35件(H21)）となっているなど、県内消費の拡大

やサービス業の創業支援等が課題となっています。

○ 観光

・本県は、３つの世界遺産を有するとともに、国宝・重要文化財の件数が全

国３位（1,307件（H24.11））であるなど、日本を代表する文化財と豊富な

歴史的資源に恵まれていますが、昨年の東日本大震災や紀伊半島大水害に

引き続き、世界的な景気の停滞により、本県の観光を取り巻く環境は大変

厳しい状況が続いています。こうした状況を打開し、多くの観光客に奈良

の魅力に触れていただくため、にぎわいの創出や魅力の発掘、効果的な情

報発信、観光基盤の整備等に努める必要があります。

・これまでの取組により、本県のホテル・旅館の客室数は増加しています（8,

857室（H18）→9,375室(H23)）が、今なお全国47位と低水準にあるため、奈

良を訪れた観光客が大阪や京都で宿泊するケースも数多くあります。また、

観光オフシーズンの宿泊観光客がピーク期の1/3以下となっているなど、年

間を通して宿泊客を増やすための取組が必要です。
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○ 農林業

・農産物直売所の整備推進などのこれまでの取組により、農産物を消費者に

直接販売している農家戸数はこの５年間で約800戸増加（4,656戸（H22））

していますが、本県の農業産出額は全国45位（444億円(H23)）、農家１戸あ

たりの生産農業所得は45位（501千円(H23)）と、他府県に比べて小規模と

なっています。今後とも、小さくても意欲ある担い手が将来展望を持って

農業経営を営める施策が必要です。

・森林率（県土に占める森林面積の割合）は全国６位（77％(H19)）であるも

のの、素材生産量は全国29位（159千㎥（H23））の状況です。これは、木材

価格の低迷や急峻な地形等による高い搬出コストなどが原因であり、引き

続き対策が必要です。

県民のくらし

○ 健康

・本県の平均寿命は男女とも全国平均を上回っています（男性79.25年 全国

78.79年 全国９位(H17)、女性85.84年 全国85.75年 全国24位(H17)）が、

一方で、健康診断の受診率が低く（23.8％ 全国41位(H22)）、また乳がん

検診を除き、各種がん検診の受診率も全国平均を下回っている状況です。

このため、健康寿命（65歳以降で完全に自立して生活できる年数）の延伸

を目標としたきめ細かな取組が必要です。

○ 医療

・これまでの取組により、ハイリスク妊婦の県外搬送率は、H18の20.3％から

H23の7.6％と著しく改善しています。また、県民アンケート調査において

も、「安心して子どもを出産できる医療体制の確保」への満足度は上昇して

います。しかし、「急病時に診てもらえる医療機関があること」に対するニ

ーズは依然として最も高くなっているなど、地域医療体制の充実は、引き

続き県政の最重要課題となっています。

・県全体で、臨床研修医の確保に取り組んだ結果、H24のマッチ者数はH20に

比べ14人増加し、募集定員に対するマッチ者数の割合も27.7％増加しまし

た。また、看護職員の離職率が16.0％（全国45位(H18)）から9.1％（全国2

3位(H22)）に改善しています。人口10万人あたりの医師及び看護師等の数

は依然として全国平均を下回っていることから（医師 奈良県213.7人 全

国219.0人、看護師等 奈良県928.1人 全国1,031.5人(H22)）、引き続き効

果的な取組が必要です。

・本県における救急搬送の平均病院収容時間は42.0分(H23)で、全国平均と比

べ約４分遅くなっており、その対策が急務となっています。
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○ 福祉

・県内の民間企業(従業員56人以上の企業)における障害者の実雇用率（H24）

は、2.15％で全国３位、また雇用者数も、1,651.0人で前年に比べ84.5人増

加しています。

・65歳以上の被保険者に占める要介護（要支援）認定者数の割合は、全国水

準よりも低いものの（17.1％ 全国17.8％（H23））、人数、介護給付費とも

年々増加しています。今後とも介護予防の取組を推進し、要介護状態にな

らない対策を講じる必要があります。

・県こども家庭相談センターにおける児童虐待の相談対応件数は、急激に増

加（639件（H21）→972件（H23））しています。また、本年８月には県内で

虐待が原因で児童が亡くなられており、様々な児童虐待事案を早期に発見

し、的確に対応できる体制の強化が急務となっています。

○ 学び

・H24調査では、小学生・中学生の学力は国語・算数・数学のほとんどで全国

平均よりも高い水準となっています。体力については、中学生の50ｍ走の

全国順位は改善しました（男子44位（H20）→26位（H22）、女子37位（H20）

→26位（H22））が、全体としては小学生及び中学生とも全国40位台に低迷

しています。

・暴力行為発生件数（児童・生徒千人あたり）は、H23が5.5件（6.2件（H18））

と改善してきていましたが、本年７月に発覚した県内中学校でのいじめ問

題を受け、中学生及び高校生を対象に８月から９月にかけて実施した調査

では、今年４月以降、2,903件のいじめが発生、うち33.8％が解消されてい

ないとの結果が出ています。いじめの早期発見・早期対応などの包括的な

取組が早急に求められています。

○ 文化

・県民の文化活動（美術鑑賞、音楽鑑賞、楽器の演奏、書道、陶芸等）の行

動者率は、多くの項目で全国平均を上回っています。

・本年６月に開催した「ムジークフェストなら２０１２」では、40会場で、

のべ100以上のコンサートが実施され、約38千人の方が鑑賞しました。今後

とも、文化芸術への参加や鑑賞の機会を更に拡げていくことが期待されて

います。

○ スポーツ・これまでの取組により、総合型地域スポーツクラブが着実に増加（16クラ
ブ(H18)→55クラブ(H24)）しています。
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○ 安全・安心

・住民の防災意識の高まり等から、自主防災組織率は全国42位（27.1％（H17））

から全国21位（77.5％（H23））と大幅に上昇しています。また、県民アン

ケート調査においても、「地震・台風・災害などへの対策がしっかりとして

いること」に対するニーズが高い状況にあります。このため、過去の災害

の経験や教訓等を踏まえた、安心できる防災体制の構築を図る必要があり

ます。

・H23の交通事故の人身事故件数（6,167件）及び負傷者数（7,920人）はいず

れも減少傾向にあるものの、死者数（47人）は前年より増加に転じました。

とりわけ、高齢者の交通事故による死者の割合が高く、その対策が必要で

す。また、刑法犯認知件数も減少していますが、振り込め詐欺発生件数の

増加など、対応すべき事案も見られます。

○ 景観・環境・くらし

・県民アンケート調査では、「地域の景観・町並みの美しさ」に対する満足度

が比較的高いものの、花の名所等での樹勢の衰えや手入れされなくなった

里山・未利用地などが散見されることから、その改善・向上のための取組

が求められています。

・「自然が豊かである」、「ごみや下水が適切に処理されている」と感じている

人が多くなっています。さらに、H22に家庭等から出されたごみの総排出量

は、前年度に比べ約１％（県民１人１日当たり△14g）減少しています。

・大和川の過去10年間の水質改善率は全国１位です（ＢＯＤ平均値 5.4mg/

ｌ（H13）→3.2mg/ｌ（H23））が、H23の水質順位はワースト３位であり、

ワースト上位脱却に向けて、継続的な取組が必要です。

中南和・東部地域

・南部地域においては、紀伊半島大水害からの一日も早い復旧・復興に向け

た取組が最優先課題となっています。

・南部・東部地域においては、そのほとんどが過疎地域となっており、その

面積は県全体の７割以上を占めています。これらの地域においては、「安心

できる周産期医療」、「急病時に診てもらえる医療機関」、「公共交通の利便

性」、「品揃えの豊富な店」等に対するニーズが非常に高くなっており、各

地域が有する貴重な資源を最大限に活用し、住民の方々がいつまでも安心

してくらせる地域社会づくりを進める必要があります。
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３．平成25年度の行財政運営の基本的考え方

「本県を取り巻く現状と主な課題」から明らかなように、他府県に比べ遅

れをとっている分野が数多くある状況です。

この遅れを取り戻すために、しっかりとした意思を持ち、持続可能な財政

運営を維持しつつ、「県政が目指す姿」である「地域の自立を図り、くらしや

すい奈良を創る」ため、これまで積み重ねてきた議論を実現・実行に移して

まいります。

併せて、紀伊半島大水害からの復旧･復興に引き続き万全を期してまいりま

す。

このため、平成25年度においては、

(1) 「奈良県紀伊半島大水害復旧・復興計画」に基づく各般の取組を着実

に推進します。

(2) 引き続き、「経済活性化」と「くらしの向上」を２本柱に以下の取組

を進めます。

「経済活性化」

① 地域産業の支援・創出 ② 観光の振興

③ 県内消費の拡大 ④ 雇用対策の推進

⑤ 農林業の振興

「くらしの向上」

① 健康づくりの推進 ② 医療の充実

③ 福祉の充実 ④ こども・女性支援の充実

⑤ 学びの支援 ⑥ 文化の振興

⑦ スポーツの振興 ⑧ 安全・安心の確保

⑨ 景観・環境の保全 ⑩ くらしやすいまちづくり

(3) あわせて、これらを支える「効率的・効果的な基盤整備」、「協働の推

進及び市町村の支援」、「組織力の向上と財政の健全化」の各取組を進め

るとともに、「中南和・東部地域の振興」に努めます。
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４．平成25年度に重点的に取り組む主な政策課題

(1) 「紀伊半島大水害からの復旧・復興」

・「災害に強く、希望の持てる」地域を目指し、「奈良県紀伊半島大水害復

旧・復興計画」に基づき、「被災地域の迅速な立ち直り・回復」、「地域の

再生・再興」、「安全・安心への備え」を３つの柱とした取組を着実に推進

します。

(2) 「経済活性化」

① 地域産業の支援・創出

・少子高齢社会の到来を踏まえ、「Living Science」をキーワードとして、

例えば医療・介護分野でのＩＣＴ（情報通信技術）などの、科学技術を活

用した課題解決型の新しい産業の創出を目指します。

・経済効果の高い分野に重点をおいた戦略的な誘致活動を引き続き展開す

るとともに、京奈和自動車道をはじめとする幹線道路のインフラ整備等に

より、企業が立地しやすい環境整備に努めるなど、企業誘致の推進を図り

ます。

・当面の電力需要等を踏まえたエネルギー利活用の基本計画である「(仮称)

奈良県エネルギービジョン」の策定を踏まえ、多様な再生可能エネルギー

の導入や緊急時のエネルギー対策に取り組むとともに、節電の新たなスタ

イルの提案を目指します。

② 観光の振興

・奈良らしい魅力的なイベント等によるにぎわいの拡大や、宿泊観光の推

進を図るためのもてなし向上に取り組むとともに、点在する観光地を効率

よく巡ることができる旅行商品を企画・開発するなど、「巡る奈良（滞在

型周遊観光）」を推進します。

・記紀・万葉の魅力を、ウォークやシンポジウム等のイベント、パンフレ

ットの発行等を通じて全国に幅広く発信することにより、「本物の古代と

出会い、本物を楽しめる奈良」の実現を目指します。

・外国人が奈良に親しみを持ち、奈良がメインの目的地となるよう、テー

マ性のある旅行商品の造成と、それを活用した海外プロモーションの強化
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を図るとともに、通訳ガイドの充実など外国人にとって滞在しやすい環境

づくりに取り組みます。

・東アジアの地方政府に共通する行政課題について共に議論し、より良い

問題解決の糸口を模索する東アジア地方政府会合など東アジア連携の取組

を通じて、「国際性」と「自立自尊性」という奈良の歴史の特徴を国内外

に発信することにより、奈良のブランド化を推進します。

・奈良公園基本戦略に基づき、奈良公園を名実ともに「世界に誇れる公園」

とするため、歩道の整備や周遊バスの導入など、来訪者が移動しやすい環

境づくりや、工夫を凝らしたイベントの開催によるにぎわいの創出に取り

組みます。

・国営平城宮跡歴史公園の整備推進について関係機関に働きかけるととも

に、同公園に隣接する県整備区域において観光案内機能や交通ターミナル

機能等の整備を進めます。

③ 県内消費の拡大

・県外に流出している消費を県内に引き戻すため、消費者に支持される魅

力ある店舗づくりに取り組むとともに、県産品の贈り物や土産物の充実、

商店街の活性化などを通して、県内消費の拡大に努めます。

・本県の持つ様々な利点や市場の有望性のＰＲを行うなど、良質なホテル

の誘致を進めるとともに、奈良の特性を活かしたＢ＆Ｂ等小規模宿泊施設

の開業促進や施設・サービス等の充実により、宿泊力の強化を図ります。

④ 雇用対策の推進

・しごとｉセンターの機能を充実し、求職と求人のマッチングの向上に努

めるとともに、新たな労働市場の創出に向けた取組を進めます。また、教

育部門との連携を図り、教育から就労へのつながりを強化します。

⑤ 農林業の振興

・マーケティング・コスト戦略に基づき、将来の成長品目として育成を図

るチャレンジ品目や、今後とも本県農業を牽引するリーディング品目につ

いて、更なる高品質化、高付加価値化、低コスト化を図るとともに、計画

的安定供給に向けたロットの確保を推進します。また、奈良の美味しい

「食」づくりの充実や、首都圏をはじめとする多様な流通経路の形成によ
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る販売促進に努めるほか、県産農作物を利用した加工食品の開発・販売支

援に取り組みます。

・意欲ある担い手の育成・確保に取り組むとともに、農地の有効活用の観

点から、耕作放棄地を活用した農業経営などの展開を支援します。また、

農村資源を活用した地域おこしや地域ビジネスの振興に努めます。

・県産材の安定供給を図るため、搬出コストの低減と木材搬出量の拡大に

取り組むとともに、公共建築物や一般住宅などへの県産材の利用拡大等を

図ります。

・施業放置林の解消や里山づくりを進めるとともに、森林とのふれあいを

目的とした整備を通して、森林の適切な保全と活用を図ります。

(3) 「くらしの向上」

① 健康づくりの推進

・県民一人ひとりが主体的に健康づくりに取り組めるよう、誰でも気軽に

健康づくりを開始、実践できる機会を提供するとともに、健康診断やがん

検診の受診を促進するなど、健康寿命の延伸を図ります。

② 医療の充実

・新県立奈良病院について、救命救急医療、がん医療、周産期医療、小児

医療、精神医療、糖尿病治療、災害医療の７つの医療機能を柱とする北和

地域の高度医療拠点病院として整備を進め、28年度中のオープンを目指し

ます。また、県立病院における柔軟で効率的な運営体制の構築を図るため、

奈良病院及び三室病院について地方独立行政法人化を目指し検討を進めま

す。

・医師・看護師を目指す志の高い学生が豊かな環境のなかで勉強できる教

育拠点を整備するため、県立医科大学の教育部門の移転について引き続き

検討を進めます。

・「(仮称)第２期奈良県がん対策推進計画」を踏まえ、がん検診の受診促進

や緩和ケアの充実、相談支援の強化などの取組を進めます。
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③ 福祉の充実

・企業との連携や障害者への就労支援による「雇用の促進」、スポーツ・芸

術活動の創出による「社会参加の促進」、県営住宅のグループホームへの

活用等による「住まいの充実」を関係機関との連携のもと進め、障害のあ

る人の豊かな生活の実現を図ります。また、障害者と家族を支える相談支

援体制の充実に取り組みます。

・高齢者が生きがいを持って住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けるこ

とができるよう、医療・介護・生活支援サービス等を一体的に提供する地

域包括ケアシステムの構築を進めます。

・地域のつながりが希薄化するなか、高齢者、障害者、生活困窮者等を住

民・行政・事業者等が連携し地域で支える、地域福祉の推進支援に取り組

みます。

④ こども・女性支援の充実

・保育や放課後児童対策等の充実により、安心して子育てできる環境づく

りを進めます。また、親の育児不安・負担感の軽減等による児童虐待の未

然防止や早期発見、相談支援体制の充実など、引き続き児童虐待防止対策

に取り組みます。

・全国平均と比べて低い女性の就業率の向上を図るため、「子育て女性就職

相談窓口」での再就職支援や、職場におけるワーク・ライフ・バランスの

推進など、女性が働きやすい環境づくりに努めます。

⑤ 学びの支援

・家庭・地域・学校が協働して地域の教育力の向上を図り、いじめ問題の

解消をはじめ、児童生徒の学習意欲、規範意識、社会性及び体力の向上と

いう本県が抱える教育課題に取り組みます。

・県立大学において、徹底した実践主義により学知と経験知を合わせ持ち、

自主性と創造性を持って課題を解決することができる人材を育成すること

ができるよう、少人数教育、就労教育、地域教育の充実に取り組みます。

⑥ 文化の振興

・質の高い文化芸術イベントの実施により奈良のブランド力の向上に努め

ます。また、文化芸術活動への参加、鑑賞機会と活動の裾野の拡大を図る
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とともに、文化を核にしたまちづくりによる地域活性化に取り組みます。

⑦ スポーツの振興

・「(仮称)奈良県スポーツ推進計画」に基づき、だれもが、いつでも、どこ

でも運動・スポーツに親しめるよう、総合型地域スポーツクラブの充実や

ライフステージに応じた運動・スポーツの推進に取り組みます。また、26

年７月オープンを目指し、新県営プールの整備を推進します。

⑧ 安全・安心の確保

・「奈良県地域防災計画」について、「災害による死者をなくす・人命を守

る」ことを最大の目標に、できる限り被害の減少を図るため、紀伊半島大

水害等の経験・教訓を踏まえ、地震、水害等の災害の種類ごとに、予防、

応急、復旧・復興の各ステージに分けて、被害の事例研究等を行い、災害

時に役立つ実際的な計画となるよう見直しを進めます。

⑨ 景観・環境の保全

・多くの歴史文化遺産と豊かな自然環境に恵まれた美しい景観を有する本

県の特色を活かし、四季を通じて彩り豊かな植栽景観の充実を図ります。

・環境と共存する持続可能で健全な水循環の構築に向け、県内の水資源の

実態を把握し、「保水力の向上」、「水利用の適正化」、「水辺環境の保全」

の観点で総合的に検討を進めます。

⑩ くらしやすいまちづくり

・県立奈良病院の移転整備に伴う跡地周辺地域については、いつまでも安

心して地域で住み続けられるまちづくりの実現に向け、まちづくりの方向

性や内容を決めるための「基本計画」の策定を進めます。また、県立医科

大学を中心とした地域において、健康、研究・開発等をキーワードにした

まちづくりについて検討を進めます。

(4) 「効率的・効果的な基盤整備」

・紀伊半島大水害からの復旧・復興に、引き続き万全を期することとし、

道路・河川・砂防施設等の災害復旧事業、避難者の方々の早期帰宅、新し

い集落づくり、災害に強いインフラづくりなどに強力に取り組みます。ま

た、今後の安全・安心への備えとして、大規模土砂災害に対応した監視・

警戒・避難システムの構築や、深層崩壊メカニズムの解明・対策の研究等



- 12 -

を重点的に推進します。

・「利用しやすい県土」、「強くしなやかな県土」、「美しい県土」を目指し、

幹線道路ネットワークの形成、通学路の安全確保、治水対策や公園等の整

備について「選択と集中」により取り組むとともに、老朽化した橋りょう

や、河川管理施設、下水道施設のアセットマネジメントを進めます。

・日常生活での移動手段の確保や来訪者をもてなす交通環境の充実をはじ

め、多様なニーズに対応する移動環境の改善に向けて取組を進めます。

(5) 「協働の推進及び市町村の支援」

・ボランティア活動などの地域貢献活動への県民の参画を促進するととも

に、地域団体やＮＰＯ等の活動支援に努めます。

・県と市町村の役割分担を踏まえた水平補完・垂直補完等の連携である「奈

良モデル」の推進に引き続き取り組むほか、きめ細かな市町村への支援に

努めます。

(6) 「中南和・東部地域の振興」

・「南部振興計画」、「東部振興計画」等に基づき、「産業振興の強化と安定

した就業の場の確保」、「安全、安心、快適な生活を支える社会基盤の整備」、

「地域の魅力資源を活用した観光・交流・定住の促進」、「地域を支える人

材の確保」の４つの視点から、実効的な事業を計画的に推進します。また、

「コミュニティビジネスの開発・育成による就労の場の拡充」など新たな

取組について検討を進めます。
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５．組織力の向上

ＰＤＣＡサイクルの着実な実行をベースとして、県が有する経営資源の効

率的・効果的な活用を進め、県民ニーズを踏まえた真に効果のある施策の実

現と行政サービスの質の向上を図ります。

このため、以下の基本的な考え方に基づき、「奈良県新行政経営プログラム

（H23.2月策定）」に掲げた各般の取組を推進します。

(1) 対話による県民との目標・戦略の共有

県政諸課題への対応においては、計画・実行に至る過程で、幅広いご意

見を反映するため、県民と協議・調整を十分に行い、目標や戦略の共有を

図ります。

(2) 経営資源の効率的・効果的活用

限りある経営資源（人材、財政、資産、情報）を効率的・効果的に活用

し、県民ニーズを踏まえた効果のあるオリジナルな施策の推進に努めます。

① 人材（ヒト）

・「定員適正化計画(H23.4～H26.4)」の実行と組織のスリム化を図り、簡

素で機動的な執行体制を整備します。また、職員一人ひとりが、組織の

活動方針を理解して取り組むことにより、個々の能力の向上を図るとと

もに、仕事を通して得られた経験やノウハウを蓄積し、組織力の向上に

つなげます。

② 財政（カネ）

・持続可能な財政運営に向け、歳入・歳出両面からの取組を進めます。

（具体の取組については、「６．財政の健全化」に記載しています。）

③ 資産（モノ）

・県内には900以上もの県有資産がありますが、それを個々の資産ごとに

管理するのではなく、「ファシリティマネジメント」の考え方を導入し、

全庁的・総括的に資産の適正管理を図りながら、経営的な観点による資

産活用を推進します。

④ 情報

・地域のきめ細かな実情やご意見等の把握に努め、得られたデータや情報

を適切に分析し、政策や施策に的確に反映させます。また、県が発信す

る様々な情報について、発信の意図を明確にし、それぞれの情報が持つ
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意味が正確に伝わるよう努めます。併せて広報媒体の充実を図り、タイ

ムリーかつ分かりやすい情報発信に努めます。

(3) 地域の活動主体との連携・協働

政策課題への対応においては、県庁力の活用だけではなく、市町村、県

民、ＮＰＯ、企業、大学など、地域における多様な主体との連携・協働を

図ります。

６．財政の健全化

本県の財政状況は、行財政改革の取組等を進め、歳出の重点化や通常債の

発行抑制に努めているものの、国・地方を通じた多額の収支不足の例外では

なく、臨時財政対策債の発行を余儀なくされ、県債残高が増加しています。

また、県税収入の先行きや、公債費、国の社会保障関係経費などの義務的な

経費の増嵩を踏まえれば、財政事情は予断を許さない状況です。

このため、財政健全化の取組をさらに進める必要があります。本県では、

県債残高のうち交付税措置がなく県の自主財源で返済する必要がある残高と、

県税収入との比率を重要視しています。この比率が上昇しないように注意し

つつ、以下の取組を通じて財政の健全化を図ります。

(1)歳入

・地域産業の支援・創出や、県内消費の拡大、雇用対策の推進などの県経

済の活性化に積極的に取り組み、税収基盤の充実を図ります。

・地域間の税収格差の是正を図るため、地方消費税の清算基準を見直すよ

う、引き続き国に対し積極的な提案・要望を行います。

・本県の実情を踏まえた制度改正や運用の弾力化等の政策提案を国に対し

積極的に行い、国の予算や制度等の積極的な確保・活用を図ります。

・県税、県営住宅使用料、病院使用料、各種貸付金償還金などにかかる未

収金対策について、民間への回収業務委託や法的措置も含めた徴収対策を

さらに強化するとともに、今後の新たな未収金の発生防止を徹底します。

・「県有資産の有効活用に関する基本方針」に基づき、市町村又は民間で活

用可能性のある県有資産については売却・貸付等を進めます。

・公債費負担を軽減するため、引き続き県債発行額の抑制に努めるととも
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に、県債を発行する場合には、極力財源的に有利なものを活用します。

(2) 歳出

・人件費が歳出予算の最大のウエイトを占めていることを改めて認識し、

組織・定数の見直しに努めます。このため、「定員適正化計画(H23.4～H26.

4)」の着実な実行を図ります。

・事業の新陳代謝を促進するため、既存事業について、費用対効果の検証

を徹底し、事業廃止も含めゼロベースからの徹底した見直しを図ります。

・補助先が固定されている零細補助金については、一斉に見直しを実施す

ることとし、原則廃止します。

・公共事業については、引き続き、投資効果を踏まえた「選択と集中」を

徹底します。
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（参考１）

20,813円20,134円 15,819円
110,499円 34,865円84,698円

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000160,000180,000（円）
法人２税すべての道府県税 （地方消費税清算後）

奈良県の１．３０倍 奈良県の1.73倍 奈良県の1.32倍奈良県都道府県全国平均 都道府県全国平均 都道府県全国平均 奈良県奈良県
全国39位 全国４７位 地方消費税（清算後）全国４６位

◆県税収入は、歳入の２５％と全国平均（３０％）と比べて少ない。◆地方交付税等は、歳入の４２％と全国平均（３４％）と比べて多い。歳入構成の比較歳入構成の比較歳入構成の比較歳入構成の比較 （Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）
奈良県の財政状況奈良県の財政状況奈良県の財政状況奈良県の財政状況

◆県税収入のうち、法人関係税、地方消費税は全国最低レベル。

県民１人あたりの歳入額の状況県民１人あたりの歳入額の状況県民１人あたりの歳入額の状況県民１人あたりの歳入額の状況 （Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）

県税の県民１人あたりの額県税の県民１人あたりの額県税の県民１人あたりの額県税の県民１人あたりの額 （Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）（Ｈ２２）

102,598 117 ,055 50,681 24,705 52,12084,397 143,071 51,561 19,486 40,795025,00050,00075,000100,000125,000150,000
地　　　方　　　税（地方消費税清算後） 地 方 交 付 税（臨時財政対策債含む） 国　庫　支　出　金 地　　　方　　　債（臨時財政対策債除く） そ　　の　　他

（円） 全国平均(東京都除き)奈　良　県

30%25% 34%42% 15% 15% 7% 6% 15%12%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%全国平均（東京都除き）奈良県地　　　方　　　税（地方消費税清算後） 地 方 交 付 税（臨時財政対策債含む） 国　庫　支　出　金 地　　　方　　　債（臨時財政対策債除く） そ　　の　　他
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4,557 4,592 4,580 4,390 4,384 4,348
3,678 3,482 3,353 3,249 2,995 2,8531,593 1,786 2,201 2,728 3,099 3,44810,1349,8609,828 10,367 10,478 10,649

1,0281,0261,0501,1071,2591,32802,0004,0006,0008,00010,00012,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24

（億円）
臨時財政対策債（全額交付税措置）臨財債を除く県債（うち交付税措置あり）

※　Ｈ２３までは決算額、Ｈ２４は9月補正後予算ベース

県税収入額臨財債を除く県債（うち交付税措置なし）

◆地方消費税（現行）には、最終消費地と税の帰属地が一致しないという課題があり、本県は消費支出に比べ、地方消費税収が少ない。

◆県債残高は,臨時財政対策債の発行に伴い増加している。◆県債残高のうち自主財源で償還する割合は４０．８％。
県債残高に占める交付税措置額６，３０１億円
自主財源で償還すべき県債残高４，３４８億円（４０．８％）
（５９．２％）

▲ 30.0▲ 25.0▲ 20.0▲ 15.0▲ 10.0▲ 5.00.05.010.015.020.025.0

青森県山形県鳥取県熊本県佐賀県東京都沖縄県秋田県岩手県京都府長崎県福井県山梨県北海道長野県大阪府宮城県島根県静岡県石川県愛知県宮崎県新潟県高知県栃木県群馬県鹿児島県福島県岐阜県福岡県愛媛県徳島県大分県香川県茨城県三重県富山県広島県和歌山県兵庫県岡山県山口県滋賀県埼玉県千葉県奈良県神奈川県

（％）
消費支出に比べて消費支出に比べて消費支出に比べて消費支出に比べて地方消費税額地方消費税額地方消費税額地方消費税額 大大大大 消費支出に比べて消費支出に比べて消費支出に比べて消費支出に比べて地方消費税額地方消費税額地方消費税額地方消費税額 小小小小最大最大最大最大消費支出＜地方消費税収（乖離率 ＋２０．５％）

最小最小最小最小消費支出＞地方消費税収（乖離率 ▲２３．６％）一人当たり消費支出（全国を100とした指数＝a）と一人当たり地方消費税額（全国を100とした指数＝ß）との乖離率＝（ß－a）／a

▲21.6▲23.6

＜一人当たり消費支出と一人当たり地方消費税額との乖離率＞

県債残高の推移県債残高の推移県債残高の推移県債残高の推移 （一般会計）（一般会計）（一般会計）（一般会計）

交付税未措置額／県税収入4.2倍4.3倍4.2倍4.1倍3.6倍3.4倍
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0.00.00.00.00.20.20.20.20.40.40.40.40.60.60.60.60.80.80.80.81.01.01.01.0

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
早期健全化基準３．７５％ 早期健全化基準８．７５％ 早期健全化基準２５％

早期健全化基準４００％財政再生基準５％ 財政再生基準１５％ 財政再生基準３５％
奈良県数値１１．６％ 奈良県数値２０８．３％奈良県数値黒字のため該当なし 奈良県数値黒字のため該当なし

基金残高の推移基金残高の推移基金残高の推移基金残高の推移◆財政調整基金及び県債管理基金の残高は500億円程度。

◆財政状況を示す健全化判断比率の各指標は、いずれも健全な数値。財政再生基準等に対する各指標の状況（Ｈ２３）財政再生基準等に対する各指標の状況（Ｈ２３）財政再生基準等に対する各指標の状況（Ｈ２３）財政再生基準等に対する各指標の状況（Ｈ２３） ●●●●早期健全化基準とは？早期健全化基準とは？早期健全化基準とは？早期健全化基準とは？財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力が必要となる水準（いわゆるイエローカード状態）●財政再生基準とは？●財政再生基準とは？●財政再生基準とは？●財政再生基準とは？財政再生計画を策定し、国の関与のもと、確実な改善が必要な水準（いわゆるレッドカード状態）
【【【【健全化判断比率とは？健全化判断比率とは？健全化判断比率とは？健全化判断比率とは？】】】】①実質赤字比率①実質赤字比率①実質赤字比率①実質赤字比率 ： 財政規模に対し、一般会計等の赤字の状況を表す指標②連結実質赤字比率②連結実質赤字比率②連結実質赤字比率②連結実質赤字比率 ： 財政規模に対し、全ての会計を合わせた赤字の状況を表す指標③実質公債費比率③実質公債費比率③実質公債費比率③実質公債費比率 ： 公債費（借金の返済）等の財政規模に対する割合を表す指標④将来負担比率④将来負担比率④将来負担比率④将来負担比率 ： 財政規模に対し、将来負担していく必要がある借金等の大きさを表す指標

305 285 302 180 172141988182
343307 333366 448400387

0100200300400500600

Ｈ１９ Ｈ２０ H２１ H２２ H２３ H２４

（億円）
県債管理基金財政調整基金※　Ｈ23までは決算額、H24は９月補正後予算ベース

513 515
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（参考２）

ⅠⅠⅠⅠ 地域産業の支援・創出地域産業の支援・創出地域産業の支援・創出地域産業の支援・創出１ 意欲ある企業・起業家への重点支援（中小企業向け低利融資 融資枠60,000 ほか）２ 企業誘致の推進（企業立地促進補助金900 西名阪スマートＩＣ整備422 京奈和自動車道御所ＩＣ周辺産業用地調査52 ほか）３ 多様なエネルギーの利活用推進（エネルギービジョンの策定・実行57 家庭用太陽光発電設備設置助成100 木質バイオマスの再生可能エネルギー活用の可能性検討10 ほか）
ⅡⅡⅡⅡ 観光の振興観光の振興観光の振興観光の振興１ ”巡る奈良”をテーマとした周遊型観光地としての魅力の向上 (奈良公園及び周辺地域の魅力向上535 平城宮跡及び周辺地域の魅力向上1,198 奈良公園・平城宮跡・西の京周遊バスの実証運行、パークアンドバスライドの運営、登大路バスターミナルの調査・検討370 ほか)２ 通年型観光地に向けた観光オフシーズン対策の推進(奈良公園にぎわいづくりの推進48 ほか)   ３ 奥深い奈良の魅力を効果的に発信(全国の古事記ゆかりの地マップの制作・PR 7   東アジア地方政府会合の開催等184 東アジア・サマースクールの開催45 ほか）

「地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創る」を目指す姿として、予算を重点配分平成２４年度当初予算のポイント

経済活性化

（百万円）紀伊半島大水害からの復旧・復興復旧・復興の推進復旧・復興の推進復旧・復興の推進復旧・復興の推進１ 被災地域の迅速な立ち直り・回復（道路、河川、砂防、林道等の復旧12,602 土砂ダム等の緊急対策1,292 林地崩壊対策1,122 応急仮設住宅に避難している被災者への生活必需品等貸与13 ほか）２ 地域の再生・再興（紀伊半島アンカールートの整備促進6,928 安全で安心な新しい集落づくり計画の策定40 ほか）３ 安全・安心への備え（大規模土砂災害に対応した監視・警戒・避難システムの構築及び深層崩壊メカニズムの解明・対策の研究83 大水害の教訓を今後に生かすための記録誌の編纂、画像アーカイブの構築等15 ほか）
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ⅢⅢⅢⅢ 県内消費の拡大、雇用対策の推進県内消費の拡大、雇用対策の推進県内消費の拡大、雇用対策の推進県内消費の拡大、雇用対策の推進１ 県内消費の拡大（地域版プレミアム商品券発行への支援10 ホテルを核とするにぎわいと交流の拠点整備の推進8 奈良の魅力が感じられる贈り物商品の発掘・製作・発信等2 ほか）２ 雇用対策の推進（一時雇用創出2,366 ひとり親家庭や障害者等の就労困難者への在宅就業支援30奈良しごとｉセンターにおけるマッチング支援7 県外大学と連携したミニ企業説明会の開催2 ほか）ⅣⅣⅣⅣ 農林業の振興農林業の振興農林業の振興農林業の振興１ 奈良の美味しい「食」の創造と発信（JR奈良駅構内に奈良の食と農のアンテナショップ設置8 ほか）２ マーケティング・コスト戦略に基づいた農産物の振興（チャレンジ・リーディング品目支援34 ほか）３ 意欲ある担い手の育成、新規就農者への支援（地域の農業マスタープラン策定及び担い手への農業集積促進39 青年の就農意欲の喚起と就農定着に向けた支援130 ほか）４ 地域資源を活用した農村地域の活性化（耕作放棄地への景観形成作物植栽活動の支援2 総合的な鳥獣被害対策の推進345 ほか）５ 県産材の安定供給と利用推進（奈良型作業道の重点整備、林業機械導入支援等による木材生産の拡大256 民間住宅等での県産材利用推進53 木材加工施設の整備278 ほか）６ 森林の適切な保全と活用（施業放置林の解消352 眺望活用や立入りを目的とした森林整備の実施56第６７回全国野鳥保護のつどい開催準備5 ほか）
ⅤⅤⅤⅤ 健康づくりの推進健康づくりの推進健康づくりの推進健康づくりの推進１ みんなで取り組む健康づくりの推進（健康長寿文化づくりの推進22 中高年10歳若がえりプログラムの推進4 後期高齢者医療広域連合との協働による健康づくりの推進16 ほか）２ 健康診査の受診促進、こころの健康づくり（子宮頸がんの予防啓発及び公費による子宮頸がん予防ワクチン接種等987 自殺対策の強化86 ほか）３ 県民スポーツの振興（「（仮称）奈良県スポーツ推進計画」の策定8 紀伊半島三県対抗スポーツイベントの開催2 世界少年野球大会、日韓対抗中学・高校生ゴルフ選手権大会の開催11 ほか）

くらしの向上

ⅥⅥⅥⅥ 医療の充実医療の充実医療の充実医療の充実１ 高度医療の確保・充実（新県立奈良病院移転整備804 三室病院の新たな診療機能の検討3 県立医科大学の運営支援等4,453 県立医科大学教育部門移転に係る整備方針の検討9 ほか）２ 救急医療・周産期医療体制の構築（「奈良県広域災害・救急医療情報システム」の運営等105 「奈良県救急安心センター(#7119)」の運営92 総合周産期母子医療センターの運営20 ほか）３ 医師・看護師の確保（「地域医療総合支援センター」の運営等75 医師確保対策の推進42 看護師確保対策の推進175 看護教員研修の実施等4 病院経営講座の開設3 ほか）４ 地域医療連携体制の構築等（「奈良県保健医療計画(H25～H29)」の策定20 新南和公立病院体制整備への支援651 健康・医療に関する情報ポータルサイトの運営19 ほか）
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ⅩⅩⅩⅩ 安全・安心の確保安全・安心の確保安全・安心の確保安全・安心の確保１ 災害に強い地域づくり（地域防災計画の見直し15 自主防災組織の活動支援1 ヘリコプターテレビ伝送システムの整備等25 県有建築物の耐震化206 県立学校の耐震化372 ほか）２ 食と生活の安全・安心の確保、感染症対策（消費生活相談機能の強化、被害防止啓発68 ほか）３ 犯罪及び交通事故抑止対策の推進（警察資機材の充実3 夜間横断歩行者の交通事故防止対策の推進49 交通安全施設の整備(信号機の新設・改良、標識の整備等)734 ほか）

ⅨⅨⅨⅨ 学びの支援、文化の振興学びの支援、文化の振興学びの支援、文化の振興学びの支援、文化の振興１ 家庭・地域・学校の協働による教育の充実(夏休みノーテレビ・ノーゲームデーの推進1 地域教育力サミットの開催2 私立学校・幼稚園の教育経常費の助成6,250 高校生の外国語能力育成3 県立大学の機能充実に向けた検討2 ほか）２ ライフステージに応じた学びの支援(ニート・ひきこもり等への支援4 青少年ボランティアの育成と地域イベントへの派遣等1 ほか)３ 文化の振興(「ムジークフェストなら2012」の開催50 県立美術館特別展(藤城清治展、絹谷幸二展)の開催等48 県立ジュニアオーケストラの活動3 未来のトップアーティストを目指す人材の育成3ほか) 

ⅪⅪⅪⅪ 景観・環境の保全、くらしやすいまちづくり景観・環境の保全、くらしやすいまちづくり景観・環境の保全、くらしやすいまちづくり景観・環境の保全、くらしやすいまちづくり１ 美しく風格のあるまちなみ景観の保全・創造（「景観サポーター」の募集1 魅力あるまちなみ景観の創造66 崇神陵及び景行陵東側地区における眺望スポットの整備53 ほか）２ きれいでくらしやすい生活環境の創造（大和川の水質改善18 家庭用太陽光発電設備設置助成100 ほか）３ 地域性を活かした住み良いまちづくりの推進（新県立奈良病院アクセス道路の整備199 京奈和自動車道（仮称）奈良ICアクセス道路等の検討90 地域の特徴を生かした市町村一まちづくりの推進39 ほか）４ 人権を尊重した社会づくり（日常的な態度・行動に結びつくような人権教育の充実55 ほか）

ⅦⅦⅦⅦ 福祉の充実福祉の充実福祉の充実福祉の充実１ 障害者支援の充実（(仮称)奈良県障害者権利擁護センターの設置等3 発達障害児に対する早期療育体制の構築5 障害者グループホーム等の整備81 県立障害福祉施設基本構想の策定7 ほか）２ 高齢者支援の充実 （高齢者の居場所づくりの定着促進122 シニア地域貢献活動実践者養成講座の開催3 特別養護老人ホームの整備及び開設支援620 福祉人材の確保25 ほか）ⅧⅧⅧⅧ こども・女性支援の充実こども・女性支援の充実こども・女性支援の充実こども・女性支援の充実１ 子育て支援の充実（「初めての子育て」支援5 「子育てネットなら」の運営1 保育所の緊急整備等654 延長保育等の多様な保育サービスの充実323 放課後児童クラブ運営等支援467 ほか）２ 児童虐待対策の充実（関係機関等の児童虐待対応力向上等100 中央こども家庭相談センターの施設整備等220 ほか）３ 女性の就労支援等の推進（子育て女性の就職支援強化10 「(仮称)ワーク・ライフ・バランス推進会議」の設置1 母子家庭の母等の就業支援23 ほか）


